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 第Ⅶ章 資料編 

１．措置解除統計シート
 本シートは、次期策定要領項⽬７の①（児童相談所におけるケースマネジメント体制の構築に向けた
取組）における各都道府県の実態把握に資する資料として、検討委員である福井充⽒より作成および提
供いただいたものである。本シートは、児童養護施設・養育⾥親・乳児院に措置・委託されている各児童
の在籍期間と措置解除区分の関係を把握することを⽬的としている。なお、シート本体は Excelで作成さ
れており、以下よりダウンロード可能となっている。 
・早稲⽥⼤学社会的養育研究所ホームページ「研究プロジェクト：社会的養育推進計画に関する調査研
究」（https://waseda-ricsc.jp/project/414/） 

■⼊⼒例（児童養護施設）
以下に掲載された⼊⼒例は、検討委員である福井充⽒および安留昭⼈⽒よりご提供いただいた。
① 福岡市における⼊⼒結果（福井⽒より）
（2012年 11⽉ 1⽇〜2015年 10⽉ 31⽇の３年間に児童養護施設から退所した児童 184 名） 

https://waseda-ricsc.jp/project/414/
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② ⼭梨県中央児童相談所における⼊⼒結果（安留⽒より） 
（2018 年 4 ⽉ 1⽇〜2021 年 3 ⽉ 31⽇の 3年間に児童養護施設から退所した児童＊91名） 
 ＊⼭梨県中央児童相談所が措置した児童 

 
 
■⼊⼒例から分かること 
 主には、家庭復帰が⼊所後３年以内に集中しており、⼊所期間が３年を超えた場合には年齢到達によ
る措置解除する⼦どもの割合が⾮常に⾼くなることが⽰されている。そのため、早期の家庭復帰⽀援、そ
れが難しい場合には親族等養育や養⼦縁組への移⾏⽀援など、早期からパーマネンシーを保障する実践
や、⾥親等委託による家庭養育保障の必要性が明らかとなった。また、⻑期間措置されている⼦どもに対
しても同様の⽀援が必要であり、パーマネンシー保障に向けた⽬標の⾒直しや判断など、ケースマネジ
メントの強化が求められる。 
 このようにグラフ化された情報を分析することで、各都道府県等が措置・委託している⼦どもの状況
が改めて分かるようになり、現状分析および関係者（本庁・児童相談所・各施設・⾥親等）間の問題意識
の共有にも資するシートである。なお、詳細な活⽤⽅法、留意事項等に関しては、早稲⽥⼤学社会的養育
研究所ホームページ（上記 URL）にて改めて紹介する。 
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２．現⾏計画に基づく取組状況の評価・検証（令和４年度分）：調査票           
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３．次期社会的養育推進計画の策定に向けた意⾒交換会：配布資料            
(１) ⾏政説明（こども家庭庁⽀援局家庭福祉課 ⾦⼦真路様より） 
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(２) 新たな策定要領の各項⽬に関する施策・取組（福岡市こども未来局こども家庭課 福井充様より） 
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